
平成２７年度第３回安城市自立支援協議会次第 

日時：平成２８年３月２４日（木） 

午後１時３０分～午後３時 

場所：安城市役所北庁舎７階 第２３会議室 

 

１ あいさつ 

 

２ 議 題 

（１）平成２８年度自立支援協議会の体系と各組織の役割（案）について（承認） 

                               ・・・資料１ 

（２）作業部会及び各担当者会における平成２８年度のテーマ（案）について 

（承認）                         ・・・資料２ 

（３）障害福祉サービス・障害児通所給付・地域生活支援事業の利用に関する 

ガイドライン（案）の見直しについて（承認）       ・・・資料３ 

（４）平成２８年度新規・拡充事業について（報告）       ・・・資料４ 

①軽度・中等度難聴児の補聴器購入補助について（新規） 

②強度行動障害者支援事業費補助について（新規） 

③重症心身障害者共同生活利用対象補助について（新規） 

④地域活動支援センター機能強化事業について（拡充） 

⑤基幹相談支援センター研修会について（拡充） 

（５）安城市見つかるつながるネットワークについて（報告）   ・・・資料５ 

（６）平成２８年度研修会スケジュールについて（報告）     ・・・資料６ 

（７）障害者差別解消法に関する市の取り組みついて（報告）   ・・・資料７ 

 

３ その他 

（１）平成２８年度の安城市自立支援協議会開催予定について 

第１回 日時： 平成２８年６月２３日（木）午後１時３０分から 

場所： 安城市役所 本庁舎３階 第１０会議室 

第２回 日時： 平成２８年１０月２７日（木）午後１時３０分から 

場所： 安城市役所 

第３回 日時： 平成２９年３月２３日（木）午後１時３０分から 

場所： 安城市役所 



 

１　体系

２　構成員

 作業部会長・副会長

 各担当者会会長・副会長

 PTリーダー、PTサブリーダー

 ふれあいサービスセンター、障害福祉課

 市内社会福祉法人

 作業部会代表

 基幹相談支援センター、障害福祉課

 居宅サービス提供事業所

 生活介護

 日中一時支援

 学校

 児童発達支援

 放課後等デイサービス

 日中一時支援（児童対象）

 療育センター

 保健センター

 学校（ケースの内容により出席を依頼）

 グループホーム

 指定特定相談支援

 障害児相談支援

 基幹相談支援センター

 就労継続支援Ｂ型

 指定特定相談支援

 地域活動支援センター

 衣浦東部保健所

 各病院ＰＳＷ

 安城若者サポートステーション

 就労移行支援

 就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型

 障害者就業・生活支援センター

 学校

※ 担当者会には、ふれあいサービスセンターと障害福祉課も出席する。
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内容

地域の課題に
ついて検討

通 所 施 設 担 当 者会

児 童 担 当 者 会

構成事業所等開催時期

テーマについて
検討

地 域 生 活 支 援 拠 点 等
プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム

未定
地域生活支援拠
点等原案作成

毎月第４
木曜日

毎月

作 業 部 会

奇数月

毎月

奇数月
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様式Ａ 

作業部会及び各担当者会の平成２８年度テーマ（案）  
 

                         第３回自立支援協議会資料 

担当者会 テーマ 

作業部会 

①地域生活支援拠点等の整備について 

勉強会：未定 

 

居宅担当者会 

①ヘルパーのブラッシュアップ～自助・共助・公助～ 

②人材不足の包括的な解決 

勉強会：未定 

通所施設担当者会 

①強度行動障害児者の支援対応について 

②困難事例の検討 

勉強会：虐待、権利擁護、差別解消法について 

児童担当者会 

①児童期の関わり方を勉強しよう 

②発達障害・アスペルガーの方の支援や居場所つくりに必要

な事を検討する 

勉強会：医療と福祉の連携について 

ホーム担当者会 

①グループホーム地域啓発 

②ホーム利用者の土日支援について 

③サービス管理責任者スキルアップ 

勉強会：支援者のためのグループホーム見学会 

相談支援担当者会 

①相談支援業務の充実について 

②事業所との連携について 

③相談支援事業を続けていくためには 

勉強会：有意義なサービス担当者会議の進め方 

精神保健福祉担当

者会 

①医療と福祉の連携について 

②必要な社会資源について 

③一人暮らしの体験ができる短期入所部屋（名称仮称）を

GHに確保することについての検討 

勉強会：未定 

資料２ 



担当者会 テーマ 

就労担当者会 

①支援学校との連携を図り、保護者との具体的な接点を広げ

相互理解を深める。 

②支援の質の向上を図るため、障害者個人に合わせた支援を

合理的配慮に基づいて考える。 

勉強会：就労ならではの事業所における組織論及び経営論に

ついて学ぶ 

 

  



障害福祉サービス・障害児通所給付・地域生活支援事業の利用に 

関するガイドライン（案） 

H28. 4. 1  

１ 趣旨 

  本ガイドラインは、障害福祉サービスをはじめとする安城市内の限られた障害福

祉資源を分け合い、有効活用するため、安城市自立支援協議会において、サービス

利用に関する事項を協議のうえ採択された基準であり、サービス等利用計画書を作

成するガイドラインとする。 

 

（１）障害福祉サービス 

① 訪問系サービス 

サービス種別 対象者区分 支給量上限（／月） 支給期間 

居宅介護 児・者 

国庫負担基準に係る単位数 

※１ 
１年 

重度訪問介護 児・者 

行動援護 児・者 

重度包括支援 児・者 

同行援護 者  (視覚 )  

※１ 国庫負担基準に係る単位数は、「支給決定年度の国庫負担基準」に準ずる。

（４㌻参照） 

 

② 日中活動系サービス 

サービス種別 対象者区分 支給量上限（／月） 支給期間 

療養介護 者 当該月の日数 ３年 

生活介護 者 当該月の日数－８ ３年 

短期入所 児・者 ７日 １年 

就労移行支援 者 当該月の日数－８ １年  (２年間 )  

就労継続支援Ａ型 者 当該月の日数－８ ３年 

就労継続支援Ｂ型 者 当該月の日数－８ １年 

自立訓練 

（機能訓練） 

者  (身体 )  当該月の日数－８ １年  (１年６か

月間 )  

自立訓練 

（生活訓練） 

者  (知的・

精神 )  

当該月の日数－８ 
１年  (２年間 )  
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③ 居住系サービス 

サービス種別 対象者区分 支給量上限（／月） 支給期間 

施設入所支援 者 当該月の日数 

３年 共同生活援助 

（グループホーム） 

者 当該月の日数 

宿泊型自立訓練 者  (知的・

精神 )  

当該月の日数 
１年  (２年間 )  

 

（２）障害児通所給付 

サービス種別 対象者区分 支給量上限（／月） 支給期間 

児童発達支援 児 ２３日 

１年 
放課後等デイサービ

ス 

児 ２３日 ※２ 

医療型児童発達支援 児 ２３日 

※２ 日中一時との合算は２５日／月 

 

（３）地域生活支援事業 

サービス種別 対象者区分 支給量上限（／月） 支給期間 

移動支援 児・者 １５時間 

１年 

日中一時支援 児・者 １０日：他の日中活動系サービス

（短期入所を除く）または学校・

会社等へ通所等している者 ※３ 

２３日：他の日中活動系サービス

（短期入所を除く）または学校・

会社等へ通所等していない者 

地域活動支援セン

ター  (クリエイト

川名 )  

者  (視覚 )  １０日 

地域活動支援セン

ター  (エコハウ

ス )  

者  (NPO 法

人パルクのホ

ームに入居中

の者 )  

１０日 



訪問入浴サービス 児・者 

 (身体 )  

９日 

※３ 放課後等デイサービスとの合算は２５日／月 

 

（４）相談支援 

サービス種別 対象者区分 モニタリング期間 支給期間 

計画相談支援 障害福祉サー

ビス受給者 

【在宅】 

新規または変更：毎月 ( ３か月間 )  

更新：６か月 

【施設入所】 

新規または変更：毎月 ( ３か月間 )  

更新：１年 

最長の支

給決定サ

ービス終

了期間と

合わせる 

障害児相談支援 障害児通所受

給者  (障害福

祉サービスを

併給する場合

を含む )  

新規または変更：毎月 ( ３か月間 )  

更新：６か月 

地域移行支援 以下のうち、

地域生活への

移行のための

支援が必要な

者 

①施設入所者 

②精神科病院

に入院してい

る精神障害者 

６か月 ６か月 

地域定着支援 単身及び同居

の家族が疾病

等のため、緊

急時の支援が

見込めない者 

毎月 １年 

 



２ 他法との給付調整（障害者総合支援法第７条） 

  介護保険法に基づく介護給付、健康保険法に基づく療養の給付その他の法令に基

づく給付のうち、自立支援給付に相当するものが行われた時は、原則として自立支

援給付を行わないこととする（他法優先）。 

具体的には、国が規定する「介護給付等に係る支給決定事務等について（事務処

理要領）」に準ずるものとする。 

 

３ 例外的な支給決定 

例外的に、本ガイドラインによらず計画作成を行う場合は、事前に、別途市との

協議を経ることとし、協議のあった場合には、市は自立支援協議会の相談支援担当

者会で協議を行ない、協議内容を参考に市が支給決定を行なう。 

  



平成２８年度新規・拡充事業について 

 

１ 軽度・中等度難聴児の補聴器購入補助（７２０千円）【新規】 

（１）身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度の難聴児に対し、補聴器の購入

及び修理に係る費用の一部を助成 

（２）対象者は、身体障害者手帳（聴覚）の対象とならない聴力レベル 30 デシベル

以上 70 デシベル未満の 18 歳未満の児童 

（３）補装具の算定基準の 2/3 （上限は、１個の場合36,000円、２個の場合72,000円） 

２ 強度行動障害者支援事業費補助（２，１９０千円）【新規】 

（１）知的障害者であって、常時多動・自傷・他害・異食等、生活環境への著しい不

適切行動を頻繁に示すため、適切な指導・訓練を行わなければ日常生活を営む上

で著しい困難があると認められる者（強度行動障害者）を受入れる施設入所支援、

短期入所、生活介護の事業所へ、支給要件を満たす利用者に補助基準額に応じ助

成 

（２）施設入所支援・短期入所： 5,000 円／日 

（３）生活介護： 1,000 円／日 

３ 重症心身障害者共同生活援助利用支援事業補助（３，９００千円）【新規】 

（１）重症心身障害者の共同生活援助を実施する事業者に対して、基準職員配置を超

える加配職員の人件費補助 

４ 地域活動支援センター機能強化事業（＋３，０００千円）【拡充】 

（１）基礎的事業である、利用者に対し創作的活動、生産活動の機会の提供等地域の

実情に応じた支援を行うことに加えて、専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、

医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティ

ア育成、障害に対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を実施する。 

   実績については、裏面参照 

５ 基幹相談支援センター研修会（＋１５１千円）【拡充】 

   資料６参照 
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安城市見つかるつながるネットワークについて（案） 

       ＊障害者（児）に関しては障害福祉課とは協議中 

       ＊協力機関等とは今後調整をする。 

 

● 趣 旨  

 ２０２５年には、団塊の世代が後期高齢者となり、介護や医療を必要とする高齢者、

認知症高齢者、ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれており、特に認知症に関しては、

高齢者の５人に１人が認知症になると言われている。 

 安城市では２０２０年に超高齢社会を迎えることが予想されており、高齢者が住み

慣れた地域で生活できるよう「地域包括ケアシステム」の構築に取り組んでいる。 

そのなかで地域における見守り体制、認知症に関する専門職による早期の支援、認知

症の理解に関する研修等さまざまな取組を展開しており、そのひとつとして徘徊のお

それのある人が行方不明になった場合に早期発見、事故の未然防止ができるようネッ

トワークを構築する。 

 

● 概 要  

 ・徘徊のおそれのある人を事前に市役所に登録し、登録番号の入ったシールを配布。

登録内容を市、警察で共有。 

・行方不明になった場合は原則公開とし、登録時の届出内容（情報提供先）に応じ

て情報提供を行う。 

 ・身元不明者を見つけた場合は、安城警察署に通報するとともに、市役所に連絡 

し、市役所から情報提供を行う。 

 

【登録対象者】 

  認知症高齢者、若年性認知症者、障害者・障害児（手帳所持）  

【事前登録の申し込み】（申込書案は別紙） 

市役所（高齢福祉課・障害福祉課）、地域包括支援センターへ申し込み 

【登録情報の管理】 

高齢福祉課で一元管理。 

地域包括支援センター、障害福祉課で受け付けた届出書は高齢福祉課へ提出。 

高齢福祉課は、随時、安城警察署に届出内容を提供。 

【シール】 

資料５ 



 

登録時に配布。届出者１名につき１０～２０枚（１シート） 

靴や杖、シルバーカー、自転車などに貼れるよう反射材を使用 

  明記する内容は、安城市の文字と登録番号。可能であれば QR コードも印刷（公

的な連絡先一覧表にアクセス） 

     

イメージ）１ ． ５ ｃ ｍ × ４ ｃ ｍ 位  

  

安 城 市  ０００１ 



● ネ ッ ト ワ ー ク の 流 れ  
 

A 登 録 時  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 行 方 不 明 時  

市役所に連絡が入った場合も、１１０番通報と  

安城警察署へ届出を出すよう勧める  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録内容の提供  

       家族・後見人など 

地域包括 

支援センター 

 市（高齢福祉課・障害福祉課） 

シール配布  

安城警察署 

登録・変更・廃止  

家族・後見人など 

１１０番 

安城警察署 市（高齢福祉課・障害福祉課） 

【公開】登録時の情報提供段階に応じて情報提供先を分ける（FAX・メール）         

 ①公共施設、市内消防署（４署）、社会福祉協議会、地域包括支援センター、 

在宅介護支援センター 

 ②介護・障害の事業所、全町内会、安全・安心メールによる配信＋①  

 ③近隣市、ケーブルテレビ Katch 、 PitchFM ＋①② 

 ④制限なし 県（他市） + ＊協力機関 + ①②③ 

行 方 不 明 者 届

 

行 方 不 明 者  

捜 索 依 頼 書  

通 報  



C 発 見 時  

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

 

   

１ 公開の情報伝達先 

＊協力機関とは（公開時の情報提供先）＊登録制？協定？ 

 コンビニ、金融機関、新聞販売店、郵便局（１４箇所）、駅、 

あんくるバス運行会社、タクシー会社（○社）、 KATCH、PitchFMなどを想定。

今後調整をしていく。 

 

D 身 元 不 明 者 を 見 つ け た 場 合  
     

靴、持ち物、服などに身元が分かるものや登録番号がないか確認  

                連絡 

  

 

                   

登録番号あり               登録番号あり     登録番号がない 

 

  

発見者 

 安城警察署  市役所 

 家族・後見人 

情報提供・連携  

情報提供（④で対応） 

高齢者の場合は愛知県高齢福祉課へ 

情報提供 

発見者 

 安城警察署 情 報 提 供 ・ 連 携  

 公共施設など 
連 絡  

連 絡  

市（高齢福祉課・障害福祉課） 

 １１０番  

（１１９番 ）  

【情報のフィードバック】行方不明時に情報提供した機関等へ発見の報告         

 ①公共施設、消防（４分署）、社会福祉協議会、地域包括支援センター、  

在宅介護支援センター 

 ②介護・障害の事業所、全町内会、安全・安心メールによる配信＋①  

 ③近隣市、ケーブルテレビ Katch 、 PitchFM ＋①② 

 ④制限なし  県（他市） + ＊協力機関 + ①②③ 

通 報  

通 報  



 

研　修　会　内　容
開催

予定時期

サービス担当者会の意義と開催方法について　（相談支援事業所対象） ５月

保護者支援と連携について ６月

サービス担当者会の意義と開催方法について　（サービス提供事業所対象） ７月

父親の役割について（仮） ９月

障害者差別解消法について 未定

成年後見について　（２回開催予定） 未定

対人援助・技術について 未定

医療・福祉の公的制度について 未定

現在計画中の研修

平成２８年度　研修会スケジュール

資料６ 



                                                                                                                     資料７ 

 



 


